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１．業務の目的と基本方針 

   わが国は自然災害が多く、全国各地における台風、豪雨、地震等による多くの災害に伴い、人命や経済面

において甚大な被害が生じている。近年においても、平成 28年熊本地震をはじめ、平成 29年 7月九州北部

豪雨、平成 30年 7月豪雨、平成 30年北海道胆振東部地震、令和元年東日本台風、令和 2年 7月豪雨など

により、平時における災害廃棄物処理体制では対処できない膨大な量の災害廃棄物が発生している。 

このような大規模な災害における災害廃棄物処理の費用について、災害等廃棄物処理事業費補助金を活用

する場合には、被災自治体が災害報告書を作成する必要がある。近年の大規模災害では、家屋解体や土砂混

じりがれきの撤去など、関係部局が複数にまたがる事例が発生しており、災害報告書の作成にあたっては、

これらの関係部局との調整が必要となる。 

本業務では、災害等廃棄物処理事業費補助金に係る災害報告書に関する知見を整理し、模擬的な災害報告

書を検討することにより、災害発生時に被災自治体が迅速かつ効率的に災害報告書を作成するための一助と

することを目的とする。 

 

 

図 1.1 模擬的な災害報告書の検討イメージ 
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２．災害等廃棄物処理事業費補助金に係る災害報告書に関する情報収集 

災害報告書に関する情報収集にあたっては、該当事例を所管する地方環境事務所等から参考となる災害報

告書を必要に応じて借り受けた。また、地方環境事務所及び各地方環境事務所から紹介を受けた被災経験を

有する関連自治体に対して、災害報告書の内容及び作成に関する課題等についてヒアリングを行った（表 2.1

～表 2.2参照）。  

 

表 2.1 情報収集を行ったヒアリング先と対象災害 

ヒアリング先 対象災害 被害の様相 

東北地方環境事務所 

宮城県 令和元年東日本台風 

（台風 19号） 

・台風 15 号、19 号による風水害、土砂

災害、河川氾濫等 

・災害廃棄物合計約 215万ｔ 

・国交省連携事業あり 

中部地方環境事務所 

長野県 

関東地方環境事務所 

千葉県 

令和元年房総半島台風 

（台風 15号） 

九州地方環境事務所 

益城町 
平成 28年熊本地震 

・地震による家屋の倒壊、損壊 

・災害廃棄物約 289万ｔ 

 

表 2.2 災害報告書作成や災害査定に関するヒアリング結果のまとめ 

主体 主たる役割 ヒアリング結果 

国（地方環境事務所） 

・主に県に対するリエゾンや

支援職員の派遣 

・補助制度等の案内 

・災害報告書の作成指導 

（説明会等への参加、県や市

町村からの問合せ対応等） 

・災害査定 

・査定前までに県を通じて災害報告書を出し

てもらい、事前に目を通して助言や修正指

導を行った。 

・災害報告書の標準化、平準化、簡素化が必

要であると考える。 

→金太郎飴のような災害報告書を作ること

ができれば、作成側、査定型双方にとって

効率的だ。 

・解体や土砂撤去事業は、土木部局の力を借

りなければ災害報告書作成は難しい。 

・災害査定は通っても、会計検査に耐えうる

書類をそろえておく必要がある。 

被災自治体の所在県 

・被災自治体に対するリエゾ

ンや支援職員の派遣 

・災害廃棄物処理に関する

様々な調整 

（広域処理や受援、民間事業

者等との調整等） 

・災害報告書作成支援 

（説明会の開催、市町村から

の問合せ対応等） 

・補助金制度等の説明会、巡回指導、事前査

定、個別指導等を行った。必要に応じて地

方環境事務所の同行を得た。 

→修正指導を繰り返して完成度を高めた。 

・他県の過去の災害報告書などをひな形の代

わりに提供した。 

・どのような業務が補助対象になるのかを知

っておくことが必要。 

・災害からの年数の経過とともに当時の経験

者が退職し、ノウハウが引き継がれていな

いことが課題である。 

被災自治体（市町村） 

・災害廃棄物の処理 

・災害報告書の作成 

・災害査定 

・災害報告書は市町村の規模にかかわらず一

定のレベルのものを作らなければならず、

大きな労力が必要になる。 

→中小規模の市町村にとって大きな負担で

あり、県からの支援が不可欠だと考える。 

・災害報告書は、記載に必要事項と基本的な

成果の形が分かるものがあれば助かる。 

→何をすればよいか分からないという状態

に陥らなくて済む。 
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３．過去の災害報告書の事例等の整理 

借り受けた災害報告書について、ヒアリングの結果等も踏まえ、「マニュアル」に則した記載事例や必要

書類の添付状況等を確認し整理した。 

 

表 3.1 借り受けた災害報告書に関する情報整理 

県 市町村 人口（人） 災害 処理量（ｔ） 処理費用千円） 災害報告書に関する備考 

宮城県 

Ａ市 

5.24万 令和元年 

東日本台風 

（台風 19号） 

約 1,400 80,000 ・稲わら処理 

・フロー図に数量・処理先

記載あり 

Ｂ町 

1.38万 約 7,000 346,000 ・稲わら処理 

・フロー図に数量・処理先

記載あり 

Ｃ町 

1.31万 約 7,000 6,855,000 ・国交省連携事業 

（土砂撤去、仮置場・分別） 

→国交省分の分冊あり 

・実行計画策定 

千葉県 

Ｄ市 3.56万 令和元年 

房総半島台風

（台風 15号） 

約 240 25,000 ・フロー図に数量記載あり 

Ｅ町 
0.71万 約31,000 169,400 ・フロー図に数量・処理先

記載なし 

長野県 

Ｆ市 
5.94万 令和元年 

東日本台風 

（台風 19号） 

約10,400 774,000 ・フロー図に数量・処理先

記載あり 

Ｇ市 15.26万 約 3,300 37,000 ・フロー図に数量記載あり 

Ｈ町 1.11万 約 3,500 226,000 ・フロー図に数量記載あり 

広島県 Ｉ市 
3.35万 平成 30年 

7月豪雨 

約 3,600 110,000 ・フロー図に数量・処理先

記載あり 

 

また、借り受けた災害報告書及びヒアリング先で閲覧した災害報告書における全体的な気付きとして、 

以下のようなことが挙げられた。 

 

○ 地方環境事務所から「事業費算出内訳」のひな型と記入例を配布したが、実際の記入事例は 

自治体によって異なっている。 

○ 気象データについて、採択要件を満たしていることが分かるものが必要最低限記載されている 

ほうが一目で分かりやすい。 

○ フロー図には、数量と処理先（受入先）が記入してあると、事業費内訳との照合がスムーズに 

できる。 

○ 台風等による水害の場合と地震の場合における災害報告書の構成や記載事項には、基本的な違いは

ない（九州地方環境事務所ヒアリングにおいて、平成 28年熊本地震の際の災害報告書を閲覧）。 
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４．災害報告書に関する意見交換会の開催 

   平成 30年 7月豪雨で被災し、国土交通省の堆積土砂排除事業と環境省の災害等廃棄物処理事業の連携事

業を実施した広島県内の自治体（呉市、坂町、東広島市、三原市）を選定し、当概自治体において災害廃棄

物処理及び災害報告書作成・災害査定に携わった担当者の参加を得て意見交換会を実施した（表 4.1参照）。

なお、意見交換会は、新型コロナウイルス感染拡大防止のためにリモート会議による開催とした。 

 

表 4.1 D.Waste-Netでの活動を通じて得た知見の例 

自治体 主な内容 

参加自治体Ａ 

・平成 30年 7月豪雨から早 2～3年経過するが、人員も異動し、経験者も退職してい

く中でどのように引き継いでいくかが問題になってくる。 

・模擬的災害報告書の作成はたいへん有効だと感じているが、あまり細かく作り込む

とそこに引っかかって、全体が見えなくなる。事業の全体像が見えるような組織を

作り、土木部局以外にも施設管理部局、契約部局など、いろいろなスキルを持った

人員が集まって対応するのが理想的だと思う。 

参加自治体Ｂ 

・災害時の基本方針がまず先かと思う。平成 30年 7月豪雨の際、補助金をたくさん

もらって、町の復旧を素早く行うことを思い描いて業務にあたった。災害報告書の

作成テクニックのみを追求するのは、本来の目的がぼやけるのではないかと思う。 

・災害対応の流れについて、発災後 2～3日は人命救助が優先で、ごみの搬出、土砂

撤去や道路啓開などは発災後 2～3週間を目途に終わる。公費解体や費用償還につ

いては、申請・受付があるので 2～3ヶ月経過後に事業が始まり、終了までに 1年

半～2年かかると思われる。災害の規模によって災害廃棄物処理事業がいつ頃まで

かかるのかということを念頭に置いておいた方が災害報告書作成に対する心づも

りができるのではないかと考える。 

・模擬的災害報告書は使えると思う。通常の予算編成に関する経験がある方ならまず

問題ないと思う。 

参加自治体Ｃ 

・気象データの観測点は 3点、気象庁 HPの引用方法、見積は 3社以上要るなど具体

的に示してもらえれば悩まずに済む。 

・発生量推計について、発災時に災害廃棄物に関する最新の標準割合などあれば、す

ぐに算出できて作業が速くなると思う。連携事業についても国交省との案分の標準

的なひな形があれば便利だと思う。平成 30年 7月豪雨の際には、案分率を細かく

設定してしまい、かえって自分達の計算が難しくなった経験がある。 

・業務の成果品はおそらく通常業務で手一杯の状況でなかなか見る機会がないと思

う。県で年 1回程度の度研修会を開くなど、一同に会しての研修の機会があれば、

確実に参加者の対応力は向上すると思う。 

参加自治体Ｄ 

・平成 30年 7月豪雨の際に、土砂災害と浸水災害の両方を経験しており、国交省と

の連携事業において環境部局と都市部局で連携して対応したが、環境省と国交省の

査定資料の作り方の擦り合わせが思ったようにできなかった。 

・災害時の業務発注では、通常の積算単価と見積金額が合わず、そこからどう進める

かで少し混乱した経緯がある。 

・災害報告書作成について、他部局からの人員派遣や臨時職員雇用の際に、どんな人

材がどのくらいの期間必要になるという基準を示す資料があれば、人の補充等の目

途がつきやすいのではないかと思う。 

  



5 

 

５．模擬的な災害報告書の検討

大規模な災害が発生した場合、特に過去に被災経験のない中小規模自治体の場合、現場対応に翻弄され、

災害報告書の準備が十分に行き届かないことが多いと考えられる。模擬的な災害報告書の検討にあたっては、

このような発災後の混乱状態、提出までの時間的制約も考慮し、理想的な内容や詳細な報告書作成のテクニ

ックの羅列ではなく、最低限押さえるべきポイントや事務作業の効率化のための工夫といった観点からのア

プローチが重要である。このような考え方を踏まえ、ヒアリング結果や意見交換会における内容を参考に、

過去の災害における事例や事務連絡等を参考にしつつ、「マニュアル」に沿った分かりやすいものを目指し

て模擬的な災害報告書を作成した（図 5.1参照）。 

 

 

図 5.1 模擬的な災害報告書の内容や用途 


